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農業集落調査の変遷と
重要性

２０２２年１０月２８日
橋口卓也（明治大学農学部）

中山間地域フォーラム緊急研究会 本日の報告内容

１．センサス農業集落調査の変遷

２．集落数の変化と農業集落定義の変更

３．近年の変化の重要点

１.センサス農業集落
調査の変遷

農業集落調査の変遷①
• 1955年：昭和30年臨時農業基本調査

（156,477集落の5分の1抽出）
• 1960年：世界農林業センサス（全数調査）
• 1970年：世界農林業センサス（全数調査）

（農業集落の概念発展：142,699集落）
• 1980年：同上
• 1990年：同上
• 2000年：同上

農業集落調査の変遷②
• 2005年：農林業センサス（全数調査）

（農業集落定義変更：139,465集落）
＋農村集落調査（5分の1抽出）

→集落機能の調査はこちらで
• 2010年：世界農林業センサス（全数調査）
• 2015年：同上
• 2020年：同上
• 2025年：廃止提案

農業集落調査の変遷
（統計部資料による）
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2015センサス研究会資料

2020年センサス「利用者のために」
農事実行組合、農家組合、
生産組合、農協支部、…

1960年

気象災害

主食慣行

魚･肉の摂取

新聞･ラジオ

1970年

通信

公害
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農業集落調査の変遷①

2020年センサス「利用者のために」

農業集落調査の変遷②

農業集落調査の変遷③ 農業集落調査の変遷④

農業集落調査の変遷⑤
農業集落調査情報の提供方法
• 1970年：農業集落カードのマイクロフィルム化
• 2005年：農業集落カードの電子データ化
• 2016年：「地域の農業を見て・知って・活か

す地域DB」リリース
（項目によっては2005年センサス結
果まで遡及）
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2020年センサス農業集落カード

農業経営体調査＋農業集落調査
（データによっては累年）

マイクロフィッシュ

ロールフィルム

リーダー

農業集落調査の重要性
• 日本農業の特質を踏まえて、農業経営調査（過去
の農家調査・農家以外の農業事業体調査、現在の
農業経営体調査）と農業集落調査がセットで、農
業センサスを構成してきたのではないか。

→「農業共同体的結合のもとに営まれて
いる我が国の農業構造をより正しくは握し
ようとする立場から」（『日本の農業集落』
農林統計協会、1977年）

• 農業集落調査なき農業センサス（２本柱の１つを
欠いた）で、日本農業を正しく把握できるのか？

農業経営調査と農業集落調査
対象数の推移
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農業センサスを構成する農業
経営調査対象は減少の一途

農家定義変更
販売農家概念導入

農業経営調査と農業集落調査
対象数の推移（1990年～）

2,971
2,651

2,337

2,009

1,679

1,377

1,076

800

140 132 135 139 139 138 138 138

10.7
11.9

14.0
16.4

18.0

21.9

0

5

10

15

20

25

30

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年

経
営
調
査
減
少
率
（
％
）

（
千
）

経営調査 集落調査 経営調査減少率

農業経営調査対象の
減少率の上昇

？



2022/10/28

5

２.集落数の変化と
農業集落定義の変更

農業集落数の推移（1970～2000年）
142,699 142,377 140,122 135,163
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農業集落数の推移（2005～2020年）
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定義の重要な変更（2005年）
• 「2000 年までは、農業集落の立地条件や農業生産面及び生
活面でのつながりを把握するため、農業集落機能があると
認められた地域（農家点在地を除く。）を調査対象。」

★農家点在地＝「従前、農業集落としての機能を持っ
ていた地域であっても、市街化や著しい過疎化のため
に農家がわずかとなってしまい、農業集落としての機
能があると認められない地域で、農業集落調査の対象
となっていない。具体的には、総戸数に占める農家数
の割合が10％未満でかつ４戸以下の集落としたが、こ
の場合でも農業集落としての機能があると認められる
ものについては、一般農業集落としている。」

•「2005 年以降は、農山村地域資源の総量把握
に重点を置いて把握することとしたため、集落
機能のない農業集落であっても資源量把握の観
点から調査対象とすることとし、全域が市街化
区域である農業集落については、農政の施策の
対象範囲外であることから調査対象から除
外。」

寄り合いと(農事)実行組合の有る
農業集落数の推移（2010～2020年）
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３.近年の変化の重要点

2010年農業集落調査票

実質、調査票２枚

2015年農業集落調査票

実質、調査票３枚
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2020センサス

GIS（地理情報システム）を
使った計測（推計）に変更

2020年農業集落調査票

調査票２枚
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近年の調査体系の変更

• 2005年まで：職員調査（職員が聞き取り）
• 2010年：調査員調査（調査員が配布、集落事
情精通者に記入してもらって回収＋調査員が補
足）

• 2015年：同上
• 2020年：郵送調査（＋調査員調査）

近年の変更内容の重要点
• 2005年の農業集落定義変更によって、農業集落の
数そのものでは、集落機能の低下などの状況が分
からない。

→寄り合いの状況、実行組合の情報（農業集
落調査固有のもの）が重要。

• 2010年センサスでは、調査項目が減少（自分で記
入する方式へ変更したことへの配慮）

→2015年センサスで再充実化
→さらに、全数調査で把握することの重要
性が再確認された。

総務省・統計委員会で出された意見
に対する農水省の回答

令和３年度 食料・農業・農村白書

2020年農林業センサスによると、
寄り合いの開催回数が年間5回以下
と少ない集落の割合を地域別に見る
と、北海道や中国、四国地方で大き
い傾向にあります(図表3-4-1)。これ
らの地域での集落活動が弱体化し、
地域コミュニティの維持が難しくな
りつつあると考えられます。

平成30年度 食料・農業・農村白書

総戸数が10戸を下回る農
業集落では、農地や農業
用用排水路等の地域資源
の保全、伝統的な祭り等
の保存や各種イベントの
開催といった集落活動の
実施率が急激に低下する
傾向が見られ、集落機能
の維持には、最低限度の
集落規模の維持が必要で
あることがうかがえます
（図表3-1-5）。

平成30年度 食料・農業・農村白書

総戸数が3戸を下回ると、
他の集落との共同保全活
動を通して機能維持を図
る傾向が見られます（図
表3-1-6）。しかし、今後
の山間農業地域等では、
一定範囲の複数集落が総
じて機能を維持できない
リスクが高まることも懸
念されます。
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平成28年度 食料・農業・農村白書

農林業センサスによると、平成27（2015）年に農業用用排水路やため
池・湖沼等の地域資源を有している農業集落のうち、これらを保全し
ているものの割合は、農業用用排水路78.4％、ため池・湖沼60.8％と、
平成22（2010）年と比較してそれぞれ5ポイント程度増加しており、
農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮につながる活動が広がっ
ています。（図表3-2-3）。

2020年農業集落調査票

• 2020年センサスでは、GIS（地理情報システ
ム）による計測（推計）方法も導入
＋調査体系の変更（原則、郵送調査）

→調査負担の軽減による持続性の担保
のためだったのでは。

• 2025年は廃止？


